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市民の皆様が夢を語り、希望を叶えることができる『希望の街・下関』の実

現に向けて、強い思いをもって『改革への挑戦』に取り組み、各種施策の充実

を図ってまいります。

平成２９年７月に定めた「行財政運営と改革の基本方針」に基づき、下関せ

んたく会議において、組織・施設・事業の見直しをたゆまず行い、施策の新陳

代謝を図り、「希望の街・下関」の実現のため、「改革への挑戦」に取り組み

ました。

「希望の街・下関」の実現に向けた諸施策を推進するため、予算編成方針に

おいて「希望の街実現枠」として、『活力創出事業』、『にぎわい創出事業』、

『優しいまち実現事業』、『安心確保対策事業』の４つの重点事業を設定し、

将来への投資型事業への選択と集中を図りました。

予算編成過程を通じて財源確保対策やせんたく会議における事業見直しに取

り組むとともに、ボートレース事業収入(7億円)や特定目的基金を活用し(10億

円)、なお不足する額については財政調整基金の取崩し(20億円)により対応しま

した。

平成３１年１０月に予定される消費税率引上げへの対応として、国の施策と

連携して、幼児教育の無償化やプレミアム付商品券の発行(平成30年度3月補

正・繰越事業)などの各種経費を計上するとともに、各種公共施設の使用料につ

いて、消費税率１０％に対応しました。
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(単位：千円)

事業費 特定財源 一般財源

(1) 介護人材確保・定着職場改善支援事業 <介護保険課>

(2) あきんど活性化支援事業費補助金(大店立地法特区) <産業振興課>

(3) ふるさと起業家支援補助金（委託料含） <産業振興課>

※ (4) 創業支援型地域活性化事業(拡) <産業振興課>

※ (5) 遊休不動産マッチング支援型地域活性化事業(拡) <産業振興課>

※ (6) 地域資源活用促進事業 <産業振興課>

※ (7) 下関地域商社/海外販路開拓支援事業 <産業振興課>

(8) 商店街等インバウンド対策事業(新) <産業振興課>

※ (9) 女性の再就職促進事業 <産業立地・就業支援課>

※ (10) アクティブシニア就業支援事業 <産業立地・就業支援課>

(11) 奨学金返還支援事業(新) <産業立地・就業支援課>

(12) 副業・兼業人材活用促進事業(新) <産業立地・就業支援課>

(13) 新規就農者定着促進事業 <農業振興課>

(14) 農業経営省力化普及事業 <農業振興課>

※ (15) スマート農業推進事業 <農業振興課>

※ (16) 農産物需要拡大事業 <農業振興課>

(17) 次世代継承型地域営農推進事業(新) <農業振興課>

(18) 自伐型林業研修業務 <農林整備課>

※ (19) 水産物需要拡大事業(新) <水産課>

(20) 藻場再生事業 <水産課>

※ (21) 「瓶詰めうに発祥の地」加工原料確保推進事業 <水産課>

※ (22) 種苗生産・中間育成事業(栽培漁業センター) <水産課>

※ (23) 種苗放流事業 <水産課>

※ (24) 水産物ブランド化推進事業 <水産課>

※ (25) クルマエビ放流効果実証事業(新) <水産課>

<水産課>(26) くじらの街下関推進事業(拡)

(27) クルーズ客船受入環境整備事業(新) <観光政策課>

２ にぎわい創出事業

(1) 移住者新築住宅購入支援事業 <企画課>

(2) “出会いの場”婚活サポート事業 <企画課>

※ (3) 関門地域ブランディング事業 <企画課>

(4) まちの魅力再発掘プロジェクト事業(新) <企画課>

※ (5) 地方創生移住支援事業(新) <企画課>

※ (6) 移住PR業務 <広報戦略課>

(7) 下関PRキャラクター作成業務(新) <広報戦略課>

(8) 介護人材確保・空き家有効活用共同支援事業 <介護保険課>
<住宅政策課>

(9) 赤間公衆便所ほかインバウンド対策整備(新) <環境施設課>

(10) ｴｷﾏﾁ広場周辺にぎわい創出ｲﾍﾞﾝﾄ企画運営業務(新) <産業振興課>

(11) フードイベント開催事業費負担金(新) <産業振興課>

※ (12) しものせき未来創造ｊｏｂフェア等開催事業 <産業立地・就業支援課>

※ (13) 若者の地元就職支援事業 <産業立地・就業支援課>

※ は地方創生推進交付金活用事業　　朱書きは新規又は拡充事業

１ 活力創出事業

予算額
事業名
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事業費 特定財源 一般財源

※ (14) 就農円滑化対策事業(定着支援給付金) <農業振興課>

※ (15) ニューフィッシャー確保育成推進事業 <水産課>

(16) コンベンション誘致促進業務（日本薬剤師会学術大会）(新) <観光政策課>

※ (17) 関門連携フィルム・コミッション事業 <観光政策課>

※ (18) 関門回遊性向上事業 <観光政策課>

※ (19) ビッグデータ等を活用した戦略的観光振興事業 <観光政策課>

(20) 観光スポットフリーWi-Fi環境整備事業 <観光施設課>
<豊北総合支所>

<スポーツ振興課>

<住宅政策課>

<住宅政策課>

<住宅政策課>

<住宅政策課>

<住宅政策課>

<市街地開発課>

<港湾局>

(21) スポーツ合宿等誘致推進事業(新)

(22) 空き家居住促進改修補助金（上乗せ分）

(23) 下関駅周辺地区市営住宅等再生可能性検討業務 

(24) 中心市街地新築住宅購入費助成事業(新)

(25) 空家等跡地活用促進事業費補助金(新)

(26) 住宅活用支援事業費補助金(新)

(27) 中心市街地北側斜面地調査業務

(28) 下関港ウォーターフロント開発推進業務(拡) 

(29) 外国客船受入環境強化業務 <港湾局>

※ (30) 客船誘致(外国客船受入関係業務) <港湾局>

※ (31) まちの魅力創出・強化プロジェクト事業(新) <豊田総合支所>

(32) にぎわいのまちづくり促進事業 <豊北総合支所>

３３ 優しいまち実現事業

(1) 子どもの未来応援事業(新) <子育て政策課>

(2) 子育て支援フロア運営業務(新) <子育て政策課>

(3) こども発達センターどーなつ発達支援事業 <こども家庭支援課>

(4) 地域医療確保対策業務 <地域医療課>

(5) 豊田中央病院医師確保等対策業務 <豊田中央病院>

(6) 保健・医療・福祉共同研究事業 <豊田中央病院>

(7) 視覚障害者誘導ブロック改良事業(新) <道路河川建設課>

(8) 生活バス運行事業（ワンコイン化） <交通対策課>

(9) しものせき夢冒険チャレンジキャンプ(新) <生涯学習課>

４４ 安心確保対策事業

(1) 高度無線環境整備推進事業(新) <情報政策課>

(2) 自主防災リーダー育成事業 <防災危機管理課>

(3) 防災メール等普及啓発事業(新) <防災危機管理課>

(4) 山口県救急安心センター事業負担金(新) <保健医療政策課>

(5) カーボン・マネジメント強化事業(新) <環境施設課>

(6) 通学路等速度抑制対策事業(新) <道路河川建設課>

(7) 危険家屋除却費補助金（拡） <住宅政策課>

(8) 密集市街地環境整備事業 <市街地開発課>

※ は地方創生推進交付金活用事業　　朱書きは新規又は拡充事業

総総事業数 76

総事業費 592,406

（うち一般財源） 296,893

事業名
予算額
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平成31年度 平成30年度

・市芸術文化祭業務 <文化振興課>

・古川薫氏追悼記念事業
<文化振興課>

・文化事業推進業務 <文化振興課>

朝鮮通信使行列再現事業

・展覧会開催業務 <美術館>

・維新･海峡ウォーク(2019.4.14) <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

・ツール･ド･しものせき2019(2019.6.16) <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

・下関海響マラソン2019(2019.11.3) <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

・海峡のまち下関歴史ウォーク(2019.11.16～17) <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

・海響アスリート認定制度 <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

・つのしま夕やけマラソン(2019.10.12) <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

・スポーツ合宿等誘致推進事業 <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

・スポーツコミッション推進 <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

まちづくりの基本理念

維新･海峡ウォーク(ｼｰﾓｰﾙ下関ｺﾞｰﾙ)又は海峡のまち下関歴史ウォーク
(最長ｺｰｽ両日)､ツール･ド･しものせき(ﾛﾝｸﾞｺｰｽ)､下関海響マラソン(ﾌ
ﾙﾏﾗｿﾝ)の３大会を完歩･完走した方を海響アスリートに認定する。

横山眞佐子と3人のゆかいな仲間たち展（仮称）(2019.7.12～9.1)
アンパンマンとやなせたかしの世界展(2019.11.29～2020.1.19) ほか

サッカーＪ２リーグのレノファ山口ホームゲームなどスポーツイベン
トの誘致・開催支援等を行う。

本市の文化振興に多大な貢献をされ、平成30年5月に逝去された古川
薫氏の追悼記念事業として本市の文芸に光を当てた冊子を作成する。
【ふるさとしものせき応援基金活用事業】

＜第１章＞

全日本強化指定選手が所属するトップスポーツ団体などを対象として、
市内の体育施設及び宿泊施設を利用してスポーツ合宿を行う団体へ宿
泊費を助成する。
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平成31年度 平成30年度

・新総合体育館整備事業（体育施設再編） <公園緑地課>

・トルコ柔道チーム事前キャンプ受入業務 <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

・下関陸上競技場改修工事 <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

<文化財保護課>

・史跡前田砲台跡保存整備事業

・長府毛利家遺品購入

・長門鋳銭所跡出土遺物保存活用

・文化財愛護普及業務

・文化財総合調査

・川棚のクスの森枯損対策

・恐竜卵化石関連業務

(2) 観光・レクリエーションの振興

ｱ) にぎわい観光都市づくり

・しものせき観光キャンペーン補助金 <観光政策課>

新

土地取得会計で先行取得した用地の買戻し、日本遺産の構成文化財及
び世界遺産ルートの推進にあわせた史跡の活用を行う。

長門鋳銭所の「和同開珎」鋳造関係遺物について、整理検討を行い、
出土木簡の保存処理等を行う。

北九州市と連携し､日本遺産として認定を受けた「関門海峡」をテー
マとしたストーリーの活用、推進を行う。

下関市指定文化財である長府毛利家遺品（歴史博物館寄託分）の公有
化を進める。

国指定天然記念物「川棚のクスの森」について、専門家の指導・助言
を求めつつ、樹勢回復のための対策を講じる。

本市産出の恐竜卵化石の適切な収蔵・活用のため展示ケースの製作及
び記念企画展等を行う。【ふるさとしものせき応援基金活用事業】

第2種公認陸上競技場の認定を継続するため全天候舗装等の改修を行
う。（平成30年9月補正分継続費）

東京2020オリンピック競技大会のプレ大会として開催される2019世界
柔道選手権大会における事前キャンプ地としてトルコ柔道選手団の受
け入れを行うとともに市民との交流事業を実施する。

＜第１章＞

｢源平night in 赤間神宮｣､｢灯りのまちイルミネーション水族館｣、
「絶景ﾊﾞｽﾂｱｰ」等のおもてなし事業や観光客誘致を展開する。

新総合体育館整備に係る地質調査業務等を行う。

拡
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平成31年度 平成30年度

・日本薬剤師会学術大会補助金 <保健医療政策課>

・コンベンション誘致促進業務 <観光政策課>

日本薬剤師会学術大会受入助成

ＭＩＣＥ誘致強化

・関門広域観光振興 <観光政策課>

関門海峡観光推進協議会（下関市、北九州市）

・下関・長門・美祢・萩広域観光振興 <観光政策課>

・下関・長門観光誘客連携事業 <観光政策課>

・ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ等を活用した戦略的観光振興事業 <観光政策課>

・関門回遊性向上事業 <観光政策課>

・ＪＲ山陰観光列車運行 <観光政策課>

・海峡花火大会補助金 <観光政策課>

・角島観光振興対策 <豊北総合支所>

角島灯台・夢崎波の公園ライトアップ

・唐戸地区イルミネーション設置 <産業振興課>

・フィルム・コミッション業務 <観光政策課>

ロケ支援や制作会社へのプロモーション活動等

・関門連携フィルム・コミッション事業 <観光政策課>

関門地域の回遊性向上のため､関門地域夜間景観周遊バスの運行やｽﾏｰﾄ
ﾌｫﾝ向け観光資源の検索･解説ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの運営管理を行う。

第52回日本薬剤師会学術大会の開催のための看板作成や臨時観光案内
所開設のための経費を助成する。

位置情報ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ等の分析を活用し、観光ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ等情報発信を行い、
関門エリアの訪日外国人の増加につなげる。

下関市・長門市の共同観光について、情報発信や受入れ態勢の整備等
に取り組む。
・観光プロモーション・ポスター・チラシ等による情報発信
・観光列車を活用した団体観光客誘致

第52回日本薬剤師会学術大会の開催に係る経費の一部を助成する。
日時：平成31年10月13日、14日
場所：下関市民会館、海峡メッセ、ドリームシップほか

新

＜第１章＞

新

MICE(会議、研修旅行、国際会議、イベント)の誘致強化を図るため、
コンベンション協会の組織を強化する。

新

関門地域をロケ地とする国内外の映画･ドラマを誘致し､地域のイメー
ジアップによるインバウンドを促進する。
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平成31年度 平成30年度

・まちの魅力再発掘プロジェクト事業 <企画課>

・まちの魅力創出・強化プロジェクト事業 <豊田総合支所>

ｲ) 観光資源の充実

・甲冑衣裳等補修業務 <観光政策課>

・観光スポットフリーWi-Fi環境整備事業
<観光施設課>

<豊北総合支所>

・海響館外壁改修 <観光施設課>

・海響館改修基本計画策定業務 <観光施設課>

・道の駅「蛍街道西ノ市」温浴施設改修事業 <観光施設課>

・長府庭園整備事業 <観光施設課>

ｳ) 外国人観光客の誘致

・国際観光対策 <観光政策課>

・クルーズ客船受入環境整備事業 <観光政策課>

・商店街等インバウンド対策事業 <産業振興課>

新

地方創生推進交付金を活用し、地域の核である道の駅の機能強化等を
柱として、豊田町のまちの魅力創出・強化を図る。
総事業費：124,600千円 事業期間：平成31年度～平成33年度

唐戸地区を中心とした海峡沿いの地域をターゲットに地域資源を活か
した魅力あるスポットを構築するためのワークショップ等を開催する。

新

市内主要観光スポットに屋外フリーWi-Fi環境を整備する。
（新規設置：1箇所）

経年劣化が著しい道の駅「蛍街道西ノ市」の温浴施設について、大規
模改修を行う。
[継続費]（H31～H32) ２７９,０００千円

海響館に他の水族館にない魅力を付加するとともに、施設の長寿命化
を図るため、改修の基本計画を策定する。

新

＜第１章＞

しものせき海峡まつり等で使用する甲冑衣裳等の補修・修繕を行う。
【ふるさとしものせき応援基金活用事業】

新
長府庭園の池及び書院の改修を行う。
【ふるさとしものせき応援基金活用事業】

拡

拡

①国際観光展や商談会出展 ②ﾒﾃﾞｨｱ･SNS等による情報発信 ③外国語
版観光ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ(英･中･韓) ④東アジア経済交流推進機構観光部会

外国クルーズ船が下関港に寄港する際、観光客等に観光案内を行うた
めのインバウンドサポーターの配置や総合案内ブースの設置を行い市
内観光消費の拡大を図る。

新

セミナーの開催等により商店街関係者の意識醸成を図ることで、イン
バウンド需要の取り込みによる商店街の活性化を図る。

新

－ 20 －



平成31年度 平成30年度

・赤間公衆便所ほかインバウンド対策整備 <環境施設課>

・外国客船受入環境強化業務 <港湾局>

・訪日外国人旅行者受入環境整備 <港湾局>

ｴ) ボートレース事業の振興
<ボートレース

企業局>

・ボートレース事業

ＧⅠダイヤモンドカップ(４月)

ＧⅠ開設６５周年記念競走(２・３月) ほか

(3) 連携・交流の推進

ｱ) 連携の推進 <企画課>

・連携中枢都市圏構想推進

連携中枢都市圏ビジョン懇談会開催

・関門地域ブランディング事業

ｲ) 交流の促進

・こども文化パスポート事業 <教育政策課>

・本州四端交流事業 <企画課>

岩手県宮古市、和歌山県串本町、青森県大間町との交流

ｳ) 人口定住の促進

・移住総合窓口の運営 <広報戦略課>

・移住ＰＲ事業 <広報戦略課>

夏休みを中心に、北九州市、長門市等と共同で文化施設等を活用して、
幼児･児童･生徒が各市の歴史･文化･自然に接する機会を増加させ、
｢豊かな心｣を育み｢家族のふれあい｣を促進する。

北九州市と連携して関門地域におけるブランド力の向上に取り組む。

赤間神宮に隣接しており外国人の利用頻度が非常に高い赤間公衆便所
について、トイレの洋式化及び外国人向けサインの整備を行う。また、
併せて唐戸公衆便所に外国人向けサインを整備する。

新

＜第１章＞

外国クルーズ客船の乗組員や個人ツアー客等を対象とした市内周遊
シャトルバスの運行をはじめ、受入環境の充実を図る。

拡

訪日外国人旅行者の受け入れ環境整備のために国際ターミナルのトイ
レの改修工事を行う。

土日祝日にも移住希望者の相談等に対応できるように移住に関する総
合窓口を運営する。
<｢住まいる★下関｣移住総合窓口：シーモール１階>
<対応時間：10:00～18:30 休業日:火曜日､年末年始>

本市への移住を促進するための効果的な情報発信やＰＲ事業を行う。
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平成31年度 平成30年度

・移住者新築住宅購入支援事業 <企画課>

・中心市街地新築住宅購入費助成事業 <住宅政策課>

・人口定住促進住宅管理運営(豊北ハイツ) <企画課>

・定住奨励金、出産祝金の支給 <企画課>

・"出会いの場"婚活サポート事業 <企画課>

・ふるさと納税業務 <企画課>

・ふるさとしものせき応援基金事業 <企画課>

・地域おこし協力隊業務 <企画課>

・地方創生移住支援事業 <企画課>

(4) 国際化の推進

ｱ) 国際化に対応した人材育成等 <国際課>

・青少年の海外派遣(小中学生(韓国･中国･米国))

・留学生住居費助成

・留学生「下関塾」開催

[対象地域] 豊田、豊北、離島(蓋井島､六連島)地域
定住奨励金 １０万円 出産祝金 ２０万円

移住希望者に対して住宅新築経費を官民で助成。特に子育て世帯の移
住者に対しては手厚い支援。

官民連携により若い世代の独身男女に、出会い・交流・教育・相談の
場を提供する。

寄附者にふるさとしものせき応援寄附金の使途を明示し、本市の課題
や将来のまちづくりを見据えた事業に活用していくため基金への積立
を行う。

中山間地域の活性化を図るため、地域おこし協力隊を導入する。

＜第１章＞

新
若年世帯又は子育て世帯が、中心市街地の特に居住を促す区域内に新
築住宅を建設、取得する際の建築費又は購入費の一部を助成する。
１００万円/件

新

東京一極集中を是正し地方創生を推進するため、東京圏から県が選定
した中小企業等に就業した移住者に支援金を支給する。

市内の留学生に下関の歴史・文化等を学んでもらうとともに市民・留
学生の交流を深め本市の良さをＰＲする。
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平成31年度 平成30年度

ｲ) 国際交流の促進

・釜山広域市･青島市職員派遣 <国際課>

・青島市友好都市締結40周年記念事業 <国際課>

・国際交流員招致(青島市より交流員受入) <国際課>

・国際親善スポーツ交流大会補助 <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

(5) 都市全体の価値・魅力向上

ｱ) シティプロモーションの推進 <広報戦略課>

・シティプロモーション推進事業

・下関ＰＲキャラクター作成業務 <広報戦略課>

昭和54年に中国青島市と友好都市の盟約を締結してから40周年を迎え
るにあたり、記念事業を実施し、両市の友好を一層深める。

市内外へ向けた戦略的な情報発信等の取組を実施し、都市のブランド
化を図る。

新

＜第１章＞

新

さらなる市民のｼﾋﾞｯｸﾌﾟﾗｲﾄﾞの醸成を図るため、本市を象徴し誰から
も愛されるｷｬﾗｸﾀｰを作成し、さまざまな媒体・事業・ｲﾍﾞﾝﾄ等に活用
することで、広く本市への興味や認知度の向上に取り組む。
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平成31年度 平成30年度

(1) 農林水産業の振興

ｱ) 生産流通基盤の整備

<農業>

・農地利用最適化推進事業
<農業委員会

事務局>

・ため池の整備 <農林整備課>

・基盤整備促進事業(県施行負担金) <農林整備課>

・農業競争力強化基盤整備事業(県施行負担金) <農林整備課>

・農業用河川工作物応急対策事業(県施行負担金) <農林整備課>

可動堰の改修(下田､松本、山田川地区)

・排水機場の整備 <農林整備課>

王喜東排水機場改修事業

・農業水路等長寿命化・防災減災事業 <農林整備課>

・スマート農業推進事業費補助金 <農業振興課>

・農産物需要拡大事業 <農業振興課>

農地の排水不良を解消するための地下排水制御システムの整備（王喜
東、内日東、新田、諏訪、七見、下保木、槇泉、高熊、後地･荒田、
小野朝生地区ほか）

農業用水を確保するためのパイプラインの整備や揚水機の改修（内山
地区）

・農業生産基盤整備事業（高畑､大判､上ゴ、原田地区）

・県施行負担金（小野下､大迫1号､茶屋地区 ほか）
・団体営ため池等整備事業（上の堤、思ヶ迫下ため池 ほか）

・水利施設整備事業（県施行負担金：乃木浜排水機場 ほか）

・湛水防除事業（県施行負担金：清末排水機場）

農業委員及び農地利用最適化推進委員に対し農地利用の最適化に係る
活動及び成果実績に応じて報酬を支払う。

技術伝承の効率化、園芸産地の拡大を図るため、ＩｏＴ技術を施設栽
培に活用するための機器整備等の経費の一部を助成する。

王喜東排水機場改修
[継続費]（H30～H31) ３４５,０００千円

農業水利施設の長寿命化や防災減災対策となる施設整備を行う。

新

＜第２章＞

本市の農産物の需要拡大を図るため、国内外の商談会への出展支援や
消費拡大イベント等を開催する。
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平成31年度 平成30年度

<畜産業> <農業振興課>

・畜産振興業務

・優良後継牛選抜強化支援事業費補助金

・家畜防疫対策業務

<林業> <農林整備課>

・民有林振興業務

自伐型林業研修業務

・市有林造林事業

・市行造林事業

・森林経営管理制度意向調査業務

<漁業> <水産課>

・水産物供給基盤機能保全事業

漁港施設改修(下関､豊北､離島地区)

・漁業生産基盤整備事業費補助金

・下関漁港整備事業(県施行負担金)

・山口県外海地区水産環境整備事業(県施行負担金)

・沖底リシップ事業費補助金

・下関漁港水産業振興拠点施設建設費補助金

・金比羅橋整備事業

彦島海士郷 船揚場施設整備

高度衛生対策、道路･岸壁整備、ストックマネジメント ほか

キジハタを対象種とした魚礁設置など

山口県以東機船底曳網漁業協同組合が行う老朽化した漁船の大規模改
修経費の一部を助成する。

自立・自営の林業である「自伐型林業」の取組を推進し、林業の担い
手の確保と地域の活性化を図るため、フォーラム、講演会、研修会等
を開催する。

新
「森林経営管理法」に規定される「森林経営管理制度」の導入に必要
となる私有林の情報収集や図面・計画等を作成する。

＜第２章＞

新
後継候補牛を対象にゲノム解析技術等を活用した優良母牛の選抜に要
する経費の一部を助成する。

山口県漁業協同組合等漁協系統４団体を集約するための新漁港ビルの
建設費の一部を補助する。

豊北町二見地区の二見川に橋梁を建設する。
平成31年度から本体工事に着手する。

拡
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平成31年度 平成30年度

<流通> <市場流通課>

・下関漁港南風泊地区高度衛生管理整備事業

・市場活性化対策業務

ｲ) 担い手の育成、支援

・担い手育成支援事業 <農業振興課>

就農円滑化対策事業費補助金

定着支援給付金

新規就農者農地確保支援事業補助金

新規就農者定着促進事業

・農業経営省力化普及事業 <農業振興課>

・次世代継承型地域営農推進事業 <農業振興課>

・農地集積支援事業 <農業振興課>

・ニューフィッシャー確保育成推進事業 <水産課>

経営自立化支援事業費補助金

新規漁業就業者生活･生産基盤整備事業費補助金

乗組員定着促進事業費補助金(職場内研修費の助成)

新規漁業就業者定着支援事業費補助金

・外国人漁業研修生受入事業 <水産課>

南風泊地区に高度衛生管理対応の密閉管理型荷捌き所を整備する。
平成31年度は既設市場の解体撤去工事及び許認可手続きを実施する。

＜第２章＞

産地訪問や有望品種の種苗提供による集荷対策を行うとともに、市場
産品ＰＲイベントなど販売対策を実施する。

就業5年以内の就農者を受け入れた法人に対する支援給付金

就農前準備研修事業、農業次世代人材投資資金、移住就農加速化事業

県外からの移住就農者に対して、施設等の整備に要する費用の一部を
助成する。

集落営農法人の除草作業に係る労力軽減を図るため、防草シート設置
経費の一部を助成することにより、地域農業の担い手を支援する。

担い手への農地集積･集約化を促進するため、農地中間管理機構を通
じて農地を提供した個人及び地域に対して協力金を支給する。

新
担い手の確保・育成が困難な地域において、将来集落営農法人化を目
指す経営体に対し、地域営農計画作成支援や人・農地プランの中心経
営体に必要な共同利用機械等の整備に要する経費の一部を助成する。
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平成31年度 平成30年度

ｳ) 経営の安定化

・農業融資制度資金への利子補給 <農業振興課>

農業近代化資金、農業経営基盤強化資金、新規就農資金

・漁業近代化資金利子補給 <水産課>

・下関漁港振興対策資金融資 <水産課>

・遠洋漁業振興対策資金融資 <水産課>

ｴ) 生産振興の推進

・高品質柑橘安定生産促進対策事業補助金 <農業振興課>

・有害鳥獣捕獲業務 <農林整備課>

・ジビエ処理施設管理運営 <農林整備課>

・栽培漁業センター管理運営 <水産課>

・クルマエビ放流効果実証事業 <水産課>

・種苗放流事業 <水産課>

・水産物ブランド化推進事業 <水産課>

「瓶詰めうに発祥の地」加工原料確保推進事業

藻場再生事業

水産物需要拡大事業

・くじら文化発信事業 <水産課>

くじらの街下関推進事業

「瓶詰めうに」の原材料となるバフンウニの育成技術を開発し、原材
料の確保を図る。

減少している藻場について、母藻の投入等を行うことにより、藻場の
再生を促進し、磯根資源の増大を図る。

水産物の需要拡大を図るため、関係団体と連携し、大都市圏等での販
売促進イベントの開催や下関漁港を起点とした新たなにぎわい創出の
ための仕組みづくりを行う。

｢下関ふく｣､｢あんこう｣､｢下関北浦特牛イカ｣等のブランド強化
①下関フクブランド強化セミナー開催､｢下関ふく｣の普及啓発及び情
報発信 ②下関沖合底びき網漁業ブランド化推進 ③下関北浦特牛イ
カブランド化推進

＜第２章＞

クルマエビの種苗放流効果を高めるため、効果的な手法の検証を行い
漁獲量の増加を図る。

新

新

鯨食の普及と鯨肉の流通の拡充・拡大を推進し、「くじらの街下関」
を推進する。 鯨肉給食：7万食→10万食

拡
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平成31年度 平成30年度

ｵ) 魅力ある農山漁村づくりの推進

・多面的機能支援事業 <農林整備課>

・中山間地域等直接支払推進事業 <農業振興課>

・環境保全型農業直接支払事業 <農業振興課>

・農業公園管理運営(交流体験施設等管理) <農業振興課>

・離島漁業対策事業 <水産課>

(2) 商工業の振興

ｱ) 商店街の活性化 <産業振興課>

・商店街等競争力強化事業

・あきんど活性化支援事業費補助金

・創業支援型地域活性化事業

・遊休不動産マッチング支援型地域活性化事業

・商店街等インバウンド対策事業(再掲P.20)

・中心市街地活性化チャレンジ資金融資

＜第２章＞

離島での漁業再生を目的とし、漁業者自らが集落協定を締結して行う
漁業再生への取組みを支援する。

農業・農村の多面的機能の維持･発揮のために、地域の組織が取り組
む地域資源の維持･保全等の活動を支援する。

農業分野で地球温暖化防止や生物多様性保全を図るため、環境保全効
果の高い営農活動に取り組む農業者組織を支援する。

農業生産条件が不利な中山間地域等において、集落ぐるみで取り組む
農業生産活動等を支援する。

空き店舗等で事業を始める事業者に対し、店舗賃料や店舗改装費等の
一部を補助することにより、空き店舗解消と円滑な事業展開を支援す
る。

創業支援カフェKARASTA.を核として､創業支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施により潜
在的な創業希望者の発掘･育成を図るとともに､市民交流の拠点化によ
る､にぎわいの創出を図る。ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟｻﾎﾟｰﾀｰの人員を拡充

空き店舗のﾏｯﾁﾝｸﾞｽﾃｰｼｮﾝGRESTA.において、物件所有者と出店希望者
とのﾏｯﾁﾝｸﾞを行うことで、一貫した支援体制を整備するとともに、市
民の交流拠点を創出する。人員を拡充し、運営を通年化する。

拡

拡

新
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平成31年度 平成30年度

ｲ) 企業経営の安定化、体質強化

・中小企業事業資金融資 <産業振興課>

・中小企業体質強化特別融資 <産業振興課>

・中小企業等経営安定化短期資金融資 <産業振興課>

・中小企業体質強化特別融資等保証料補給 <産業振興課>

・中小企業経営基盤強化･事業拡大支援事業費補助金 <産業振興課>

・新規雇用促進対策住居費補助金
<産業立地・

就業支援課>

ｳ) 企業の誘致
<産業立地・

就業支援課>

・企業誘致業務

・企業投資促進補助金

・オフィスビル建設促進事業

・オフィスＯＡ化促進補助金

・企業立地促進奨励金

・中心市街地事務所立地促進補助金

・モーダルシフト利用促進事業

ｴ) 新産業、新規創業等の支援

・ふるさと起業家支援補助金 <産業振興課>

・起業資金融資 <産業振興課>

・創業者販路開拓等促進補助金 <産業振興課>

＜第２章＞

中小企業基盤整備機構が設置している中小企業大学校の研修制度を活
用した中小企業に対し、その経費の一部を助成する。

新たな企業立地又は市内企業の規模拡大に伴う投資額の一部を助成す
る。（補助率：投下固定資産総額の５％）

市内で住居を賃借して、市外から転入する新規雇用従業員に入居させ
る企業に対し、その賃借料の一部を助成する。

オフィスビル建設促進補助金により、企業ニーズに合ったオフィスビ
ル建設を促進するため、そのＰＲ活動等を行う。

中心市街地への事務所の集積を促進し、都市機能の強化と雇用機会の
拡大を図る。

社会・地域課題解決事業及び地域振興事業を行う起業家などを対象に
ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ型ふるさと納税を財源として補助を行う。

特定創業支援事業制度利用の創業者を対象に、経営企画、財務、販路
開拓及び人材育成に要する経費の一部を助成する。
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＜第２章＞

平成31年度 平成30年度

・認定新商品トライアル発注制度 <産業振興課>

・ビジネスフェア開催支援事業 <産業振興課>

・展示見本市等出展補助金 <産業振興課>

・下関ブランド発信事業 <産業振興課>

・地域資源活用促進事業 <産業振興課>

・にぎわいのまちづくり促進事業(一部再掲P.20) <豊田総合支所>

<豊北総合支所>

・フードイベント開催事業費負担金 <産業振興課>

・ｴｷﾏﾁ広場周辺にぎわい創出ｲﾍﾞﾝﾄ企画運営業務 <産業振興課>

ｵ) 民間団体等の育成、支援 <産業振興課>

・商工会議所､商工会等に対する助成

・貿易団体の育成(日中経済交流促進事業費補助金等)

(3) 就業支援策の強化

ｱ) 雇用の創出
<産業立地・

就業支援課>

・企業誘致業務(再掲P.29)

・企業投資促進補助金(再掲P.29)

・企業立地促進奨励金(再掲P.29)

下関市認定新商品随意契約制度で認定した中小企業者の新商品を市が
購入し､受注実績を作ることにより、当該商品の販売活動を支援する。

下関ブランドなどの特産品の販売に関して、販路拡大を目指す中小企
業者の支援を行うほか、「地域商社やまぐち」と連携した事業を展開
する。

｢山口県しんきん合同ビジネスフェア｣にバイヤーを招致し、ビジネス
チャンスの発掘(新たな取引､マッチング機会拡大)を図る。

地域資源を活用した新商品の開発や販路開拓等に取り組む中小企業者
を支援することにより、地場産業の育成・強化を図る。

過疎地域である豊田・豊北町において、空き家、空き店舗の解消のた
め、地元農林水産業資源等を活用する新規事業者に初期投資費用の一
部を補助する。

食のまち「下関」を市内外にＰＲするとともに、出店者の販路拡大と
中心市街地のにぎわいの創出を図ることを目的としたフードイベント
開催に係る事業費の一部を負担する。

新

新
下関駅前のエキマチ広場周辺において、にぎわい創出に資するイベン
トの開催を通じてエキマチ広場周辺の魅力向上により来街動機を創出
する。

－ 30 －



平成31年度 平成30年度

ｲ) 雇用の促進
<産業立地・

就業支援課>

・就職マッチング支援事業

女性の再就職促進事業

アクティブシニア就業支援事業

副業・兼業人材活用促進事業

・若者の地元就職支援事業

若者の地元就職支援事業

・奨学金返還支援事業

・新規雇用促進対策住居費補助金(再掲P.29)

・高年齢者就業機会確保業務

シルバー人材センターの事業に対する助成等

ｳ) 勤労者福祉の向上
<産業立地・

就業支援課>

・中小企業勤労者小口資金融資

・離職者緊急対策資金融資

・勤労者福祉施設の運営(勤労福祉会館ほか5施設)

・勤労婦人センター本館耐震補強事業

＜第２章＞

再就職を希望する女性求職者を対象にマッチング促進のための就職説
明会等を開催し就職を支援する。

働く意欲のある高年齢者を対象に、アクティブシニア合同就職面接会
及びセカンドライフ応援セミナーを開催するとともに高齢者が活躍で
きる新たな職域開発を行う。

しものせき未来創造jobフェア等開催事業
中高生等を対象とした職業体験イベントを開催するとともに、大学生

等を対象としたインターシップ事業等を実施する。

若者の地元就職を促進し、労働力人口を確保するために「しものせき
job netアプリ」を中心としたマッチング支援として、地元企業の就
職関連情報の発信や面接会等を実施する。

新

若者の地元就職促進と奨学金返還の負担軽減及び市内中小企業の採用
支援を目的として、５年間で最大６０万円を支援する補助制度を創設
する。平成31年度は制度のＰＲを行う。

勤労婦人センター本館について、耐震基準への対応のための改修を実
施する。

拡

新
高いスキルを持つ中核人材を求めている市内の中小企業が、首都圏を
中心とした都市部の大企業等で就業している有為な人材を副業・兼業
という形で活用できるよう、マッチングを行う。
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平成31年度 平成30年度

(1) 子ども・子育て支援の充実

ｱ) 幼児期の教育・保育の総合的な提供

・子ども・子育て支援事業計画策定業務 <子育て政策課>

・認定こども園､保育所､幼稚園の運営 <幼児保育課>

私立幼稚園就園奨励費補助金(従来型) <幼児保育課>

・幼児教育無償化（幼稚園、保育所、認定こども園） <幼児保育課>

・幼児教育無償化（預かり保育、認可外保育施設等） <幼児保育課>

・第２子保育料軽減事業 <幼児保育課>

・病児保育事業(体調不良児対応型) <幼児保育課>

・利用者支援事業(子ども･子育てコンシェルジュ) <幼児保育課>

・延長保育事業(私立保育所､私立認定こども園) <幼児保育課>

・こども発達センター管理運営業務
<こども家庭

支援課>

市立認定こども園(9園)、私立認定こども園(14園)、市立保育所(10
園)、私立保育所(26園)、市立幼稚園(8園)、私立幼稚園(新制度4園､
従来型3園)

保育所等において保育中に体調不良となった子どもに対応するため、
看護師等を配置して保育体制を充実させる。(5施設)

第１子が小学校１年生から３年生までに在籍し、第２子が保育所等に
在籍する場合に保育料の一部を助成する。

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保等に関
する計画を策定する。

こども発達センターのほかに、中央こども園に児童発達支援事業所
「どーなつ」を併設し、専門職員を配置し、療育支援等を充実させる。

幼児教育の無償化により、10月1日以降の利用料金が月額25,700円を
上限に無償化。 無償化影響額

拡

新
・３歳から５歳までの全ての子供たちの幼稚園、保育所、認定こども
園の費用を無償化。
・０歳から２歳児についても、住民税非課税世帯を対象として無償化
・保育料の無償化の合計額

＜第３章＞

子育て支援に関する情報提供､相談､関係機関との調整

新
2019年10月からの幼児教育無償化に伴い、一定条件のもと、幼稚園の
預かり保育や認可外保育施設等の利用料を無償化する。
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平成31年度 平成30年度

こども発達センタープール等改修事業

・障害児支援給付等業務
<こども家庭

支援課>

・障害児保育事業費補助金(私立保育所、私立認定こども園) <幼児保育課>

・私立幼稚園障害児教育費補助金 <幼児保育課>

・私立保育所等施設整備補助金 <幼児保育課>

・子育て支援フロア運営業務 <子育て政策課>

・子どもの未来応援事業 <子育て政策課>

ｲ) 家庭への子ども・子育て支援

・乳幼児医療費の助成
<こども家庭

支援課>

・子ども医療費の助成
<こども家庭

支援課>

・ひとり親家庭等医療費の助成
<こども家庭

支援課>

・自立支援医療(育成医療) <健康推進課>

・放課後児童クラブ運営 <子育て政策課>

・放課後児童クラブ整備事業 <子育て政策課>

私立保育所等の大規模修繕等に要する経費の一部を助成する。
(H31：保育園 1施設)

就学前の乳幼児の医療費を助成する。
(3歳以上所得制限あり)

[対象者] ①市民税所得割非課税世帯の親と18歳までの児童
②児童扶養手当受給要件と同じ所得水準世帯の12歳までの児童
③未就学児童(所得制限なし)

小学1年生から中学3年生まで医療費の一部を助成する(自己負担割合
を３割から２割に軽減：所得制限なし)

新
新庁舎１階の子育て支援フロアの主にプレイルームを、子育て中の親
子が集い、気軽に相談したり、行事に参加等ができる場とし、民間団
体に運営を委託する。

新
子どもの生活実態調査の結果等をふまえ、様々な関係者のつながりに
よる支援を図る。啓発シンポジウムを実施するとともに、居場所づく
りを実施又は予定している団体を対象とする勉強会等を実施する。

＜第３章＞

・設置数 39箇所 55クラス
・開設時間 (平日) 午後6時30分まで (土曜) 午後6時まで

川中児童クラブを1クラス増やすため、川中小の教室を改修する。

こども発達センターの訓練用温水プールのボイラー取替工事を行う。
【ふるさとしものせき応援基金活用事業】

新

障害児通所支援費、サービス利用計画作成費等
幼児教育(就学前の障害児の発達支援等)の無償化７,８００千円含む
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平成31年度 平成30年度

・一時預かり事業(認定こども園､保育所､幼稚園) <幼児保育課>

・病児保育事業（病児、病後児型） <子育て政策課>

・子育て短期支援事業 <子育て政策課>

ショートステイ、トワイライトステイ

・地域子育て支援拠点事業
<子育て政策課>
<幼児保育課>

・児童館管理運営業務 <子育て政策課>

・ファミリーサポートセンター事業 <子育て政策課>

会員登録による相互援助活動組織の運営

・ふくふくこども館管理運営業務 <子育て政策課>

・Ｆｏｒ Ｋｉｄｓプラン啓発事業 <子育て政策課>

・児童手当給付
<こども家庭

支援課>

・こども家庭支援拠点運営業務
<こども家庭

支援課>

養育支援預かり事業

・児童虐待防止ネットワーク
<こども家庭

支援課>

・母子等福祉援護業務
<こども家庭

支援課>

・児童扶養手当支給
<こども家庭

支援課>

・臨時・特別給付金給付事業
<こども家庭

支援課>

・母子父子寡婦福祉資金貸付業務
<こども家庭

支援課>

修学資金、生活資金、就学支度資金等

自立支援教育訓練給付金、高等職業訓練促進給付金、高等学校卒業程
度認定試験合格支援事業給付金

すべての子どもと家庭の課題に対し、継続的に支援するため、夜間、
土日・祝日の相談支援体制の強化を図る。

拡
児童扶養手当法の改正により支払回数を年３回から年６回に見直す。
移行年のみ支払対象月が15月分となる。

拡

４施設 対象：0歳～小学校6年生まで

地域子育て支援センター（市立:５箇所、私立:１０箇所）

ゆたか児童館、ひかり童夢、ひこまる、宇賀児童館

＜第３章＞

未婚の児童扶養手当受給者に対して臨時・特別給付金を給付する。
給付額 17,500円

新

新
親のレスパイトケアや虐待等で緊急性の高い親子を支援するため、こ
ども家庭支援拠点を通じた預かり事業を実施する。
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平成31年度 平成30年度

(2) 一人ひとりの生きる力の育成

ｱ) 確かな学力の育成

・学力向上推進事業 <教育研修課>

学力調査等

・外国語指導助手招致 <教育研修課>

・外国語指導支援員の配置

・小･中学校ＩＴ推進 <学校支援課>

教育ネットワーク強化事業

ｲ) 豊かな心の育成

・ふるさと学習支援事業 <教育研修課>

・生徒指導､いじめ防止､不登校対策 <学校教育課>

いじめ・不登校支援等総合推進事業

・学校司書の配置 <教育研修課>

・しものせき 夢冒険 チャレンジキャンプ <生涯学習課>

ｳ) 健やかな体の育成 <教育研修課>

・体育連盟補助金(陸上記録会､選手派遣等)

ガイダンスアドバイザー(６名)、教育相談員・教育支援教室専門指
導員(７名)、カウンセリングアドバイザー（１４名）、教育支援教
室の運営、スクールソーシャルワーカーの派遣、いじめ防止対策推
進協議会、いじめ重大事態調査委員会

民間フリースクールと連携を強化し、不登校児童生徒に関する情報を
共有し、協働の取り組みをコーディネートすることにより、児童生徒
の心の居場所と絆づくりの場を創設する。

ＡＬＴを配置し、小･中・高等学校で英語教育に関する授業や研修等を
行うとともに、英語指導力を身につけた教員を育成する。

新

平成32年度からの小学校外国語教科化に対応するため、語学力のある
地域人材を外国語指導支援員として採用し、小学校5・6年生の学級に
配置する。

＜第３章＞

学校司書を小・中学校に配置することにより、発達段階に応じた読書
活動のさらなる充実を図るとともにコミュニティ･スクールと連携・
協働することで、地域の図書ボランティアを育成する。

新

自然の中での失敗や未知の経験をすることで、生き抜く力を身につけ
ることを目的とし、野外活動プログラムを実施する。
2泊3日キャンプ 市内在住小学4～6年生 50名程度

学校におけるＩＣＴ環境の整備のため、各学校のネットワークの回線
速度を高速化(10Mbps→30Mbps)する。

拡
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平成31年度 平成30年度

ｴ) 子どもたちの状況に応じたきめ細かな教育の推進 <学校教育課>

・特別支援教育支援員配置

(3) 学校の教育力の向上

ｱ) 学校の組織力の向上

・指導主事の配置(18人) <学校教育課>

・スクールロイヤー活用事業 <学校教育課>

ｲ) 教職員の指導力の向上 <教育研修課>

・教職員研修

ｳ) 教育環境の整備

・適正規模･適正配置事業 <教育政策課>

第２期計画に基づく小･中学校の適正規模･適正配置の推進

・豊北地区小学校統廃合

・スクールバス運営業務 <学校教育課>

スクールバス更新 

・学校安心安全対策事業 <学校支援課>

・学校給食業務(単独調理校･共同調理場) <学校保健給食課>

・学校給食施設再編整備事業 <学校保健給食課>

・下関商業高等学校ブロック塀改修工事
<下関商業

高等学校>

新
学校現場で発生する様々な問題に対して、初期段階から弁護士の法的
アドバイスを受けるための体制を整備する。

特別な支援が必要な児童･生徒が在籍する各学校に特別支援教育支援
員を配置して､肢体不自由等の障害のある児童･生徒の介助や個別の支
援が必要な児童･生徒への学習指導､生活指導の充実を図る。

＜第３章＞

豊北地区の角島、阿川、粟野、滝部小学校の統廃合に伴い、平成32年
4月から新たな小学校を設置するため、校章や校歌の作成、校舎の改
修及びスクールバスの購入等を行う。 

新

老朽化に伴う更新 2台 

新
児童の安全確保を目的として、学校施設・設備を整備する。 
【ふるさとしものせき応援基金活用事業】 

南部学校給食共同調理場の更新のため、整備候補地の地積測量及び不 
動産鑑定評価を行う。 

新
下関商業高等学校のコンクリートブロック塀のうち、倒壊等の危険性
があるものを撤去し、ＰＣフェンスの設置を行う。
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平成31年度 平成30年度

・遠距離通学･離島通学援助 <学校教育課>

・就学援助(給食費や学用品費等の援助) <学校教育課>

・特別支援教育就学奨励 <学校教育課>

・私立中学校、高等学校教育振興補助金 <学校教育課>

・私立専修学校教育条件整備費補助金 <教育政策課>

・公立大学法人運営業務 <総務課>

公立大学法人下関市立大学運営費交付金

(4) 社会全体の教育力の向上

ｱ) 地域の教育力の向上 <生涯学習課>

・青少年健全育成業務

成人の日記念式典、青少年団体助成等

・青少年補導センター運営

ｲ) 学校・家庭・地域の連携

・コミュニティ・スクール推進事業 <教育研修課>

・学校情報配信システム <学校教育課>
<学校支援課>

不審者情報や緊急連絡の配信(きらめきネット)

・学校・家庭・地域の連携協力推進事業 <生涯学習課>

(5) 生涯を通じた学ぶ機会の提供

ｱ) 図書館の充実 <図書館政策課>

・図書館運営業務

ｲ) 生涯学習の推進 <生涯学習課>

・公民館学級開催

・下関みらい塾事業

・公民館管理運営業務

・生涯学習施設管理運営業務

＜第３章＞

きめ細かな教育を展開していくために、地域の人々とめざす子ども像
を共有し、一体となって子どもたちを育てていくことができる学校づ
くりを推進する。

生涯学習プラザ、生涯学習センター、ふれあいセンター、学習等供用
会館、ふれあい会館

中央図書館、長府図書館、彦島図書館、菊川図書館、豊田図書館、豊
浦図書館、豊北図書室

中学生を対象に講演会を開催する。
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平成31年度 平成30年度

豊田生涯学習センター耐震補強

ｳ) 芸術・学術文化活動の推進

・美術館管理運営 <美術館>

展覧会開催業務(再掲P.17)

美術館照明設備ＬＥＤ化事業

・博物館等管理運営 <文化財保護課>

ｴ) 文化財保護活動の推進【再掲】 <文化財保護課>

・史跡前田砲台跡保存整備事業(再掲P.18)

・長府毛利家遺品購入(再掲P.18)

・長門鋳銭所跡出土遺物保存活用(再掲P.18)

・文化財愛護普及業務(再掲P.18)

・文化財総合調査(再掲P.18)

・川棚のクスの森枯損対策(再掲P.18)

(6) 人権教育・啓発活動の充実

ｱ) 人権意識の高揚と社会参加の促進

・人権教育･啓発活動
<人権・男女

共同参画課>

ｲ) 学校における人権教育の推進 <教育研修課>

・人権教育研修

(7) 男女共同参画の推進

ｱ) 男女共同参画の推進
<人権・男女

共同参画課>

・男女共同参画意識啓発業務

講演会、人材育成講座の開催等

＜第３章＞

光庭及び第3・第4展示室の照明設備をＬＥＤ化する。
【ふるさとしものせき応援基金活用事業】

平成30年度に実施した耐震２次診断の結果に基づき、耐震補強計画の
策定及び実施設計を行う。

歴史博物館、東行記念館、考古博物館、烏山民俗資料館、土井ヶ浜遺
跡･人類学ミュージアム、豊北歴史民俗資料館、豊田ホタルの里
ミュージアム

新

①市民人権教育講座 ②人権教育指導者研修会 ③暮らしと人権学習
講座 ④地域人権学習講座 ⑤人権施策推進審議会 ⑥人権フェス
ティバル
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平成31年度 平成30年度

(1) 自然環境の保全

ｱ) 環境汚染の防止 <環境政策課>

・環境保全対策

ｲ) 環境保全の意識向上

・環境教育推進 <環境政策課>

環境教室、サマー･キッズエコフェスタなど

・環境美化推進 <環境政策課>

路上喫煙、ポイ捨て等の禁止、意識啓発等

・しものせき美化美化大作戦 <ｸﾘｰﾝ推進課>

環境美化の啓発活動、地域清掃活動の支援

ｳ) 地球温暖化対策の推進

・地球温暖化対策 <環境政策課>

地球温暖化対策活動推進業務 <環境政策課>

・地域連携･低炭素水素技術実証事業 <環境政策課>

・スマートハウス普及促進補助金 <環境政策課>

・電気自動車用急速充電器課金対応 <環境政策課>

市域における温室効果ガスの削減に向け、第2次下関市地球温暖化対
策実行計画(区域施策編)に基づき、「ノーマイカーデー」、「クール
ビズ」等の取組を行う。

大気汚染常時監視、微小粒子状物質(PM2.5)成分分析、有害大気汚染
物質モニタリング、大気汚染測定機器の整備等

周南コンビナートから広域輸送した液化水素を燃料電池車等に活用す
る実証事業を行う。
[債務負担行為]
・簡易型水素供給設備設置事業 (H28～H31) ２０９,０００千円
・純水素型燃料電池借上料 (H29～H31) ２９,９９９千円

環境省が推進している国民運動「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ(賢い選
択)」を踏まえた地球温暖化対策を継続的に実施するためのイベント
等を実施する。

新

＜第４章＞

家庭用創エネ･省エネ機器の設置費用の助成を行う。
蓄電システムの補助上限を拡充し、新規に電気自動車等充給電設備
(V2H)を補助対象とする。

拡

新
市内の公共施設に設置したＥＶ急速充電器４基について、これまで利
用料を無料としていたが、課金システムを導入し、有料化を図る。
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平成31年度 平成30年度

・電気自動車用急速充電器新設 <環境政策課>

・カーボン・マネジメント強化事業 <環境施設課>

ｴ) 自然公園の保全 <観光施設課>

・自然公園内の施設管理等

豊田県立自然公園内(豊田湖畔公園等)

北長門海岸国定公園内(つのしま自然館)

(2) 良好な景観の形成

ｱ）景観形成の推進 <都市計画課>

・都市景観形成推進業務

下関市景観計画､花とみどりのまちづくり、夜間景観形成の推進

下関花いっぱい計画管理者ボード作成業務

夜の景観照明事業補助金(下関駅周辺ｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝ設置)

ｲ) 屋外広告物の規制の推進 <都市計画課>

・屋外広告景観推進業務

屋外広告物条例に基づく屋外広告物の規制

ｳ) 景観まちづくり活動の推進 <都市計画課>

・景観まちづくり活動支援補助金

(3) 廃棄物処理の推進

ｱ) 処理環境の充実

・次期最終処分場整備事業 <環境施設課>

吉母管理場埋立地整備等

・奥山工場主灰･飛灰セメント原料化処理 <環境施設課>

新

新
CO2排出量削減を推進していくにあたり、環境啓発を目的として建設
された下関市リサイクルプラザ啓発棟の照明器具のＬＥＤ化と、空調
設備の省エネルギー化を行う。

＜第４章＞

奥山工場の焼却灰(主灰・飛灰)をセメント原料化施設へ運搬してセメ
ント原料として再利用する。

電気自動車の普及促進を図るため、豊浦地区の公共施設に電気自動車
用急速充電器1基を新設する。

新

下関花いっぱい計画に参加している団体等に団体名等を記載した管理
者ボードを作成し、配付する。
【ふるさとしものせき応援基金活用事業】
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平成31年度 平成30年度

・終末処理業務 <環境施設課>

豊北中継貯留槽の整備

・一般廃棄物処理施設長寿命化総合計画策定業務 <環境施設課>

・生ごみ堆肥化容器購入費補助金 <ｸﾘｰﾝ推進課>

・再資源化推進事業奨励金 <ｸﾘｰﾝ推進課>

・産業廃棄物適正処理業務 <廃棄物対策課>

不法投棄パトロール等の実施、ＰＣＢ使用安定器の保有調査

(4) 住環境の整備

ｱ) 公営住宅等の整備 <住宅政策課>

・公営住宅等ストック総合改善事業

・白雲台団地公営住宅等整備事業

・下関駅周辺地区市営住宅等再生可能性検討業務

・住宅家賃等納付勧奨業務

ｲ) 安全・安心な住環境の整備

・空き家対策業務 <住宅政策課>

危険家屋除却費補助金

空家等跡地活用促進事業費補助金

古紙等を集団回収した団体(自治会等)に奨励金を交付し、家庭から排
出される資源化物の再資源化と減量化を図る。(4円/㎏)

豊浦･大津環境衛生センターの解体跡地に中継貯留槽を整備する。
[継続費] (H30～H31)４００,０００千円

＜第４章＞

管理不適切で倒壊又は建築材等の飛散のおそれがある危険家屋の除却
費用の一部を補助する。補助対象者に財産管理人を加え、密集市街地
での除却費用の補助上限を40万円から60万円に拡充。

白雲台団地公営住宅について、ＰＦＩ(ＢＴ)方式による建替え事業を
行う。平成31年度はＰＦＩ事業者の募集及び選定を行う。
[債務負担行為] (H32～H35) １,７２２,３００千円

拡

新
市営住宅の家賃等を滞納したまま退去した者等について、納付案内や
居所調査等を債権回収会社に委託する。

特に居住を促す区域内における空家等の除却に要する費用の一部を補
助し、跡地活用の場合は上乗せ補助を行う。
除却：20万円 除却後跡地活用：30万円

新

新
一般廃棄物処理施設（ごみ焼却施設・リサイクル処理施設）について、
施設の延命化を図るための長寿命化総合計画を策定する。
[債務負担行為]（H32）１２,０００千円

拡
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平成31年度 平成30年度

空き家管理･流通促進支援事業補助金

空き家居住促進改修補助金

空き家実態調査業務 <住宅政策課>

・住宅・建築物耐震化促進業務 <住宅政策課>

・民間住宅対策業務 <住宅政策課>

土砂災害特別警戒区域等移転改修補助金

住宅活用支援事業費補助金

・中心市街地新築住宅購入費助成事業(再掲P.22)

・介護人材確保・空き家有効活用共同支援事業
<介護保険課>
<住宅政策課>

・民間建築物アスベスト含有調査費補助金 <建築指導課>

木造住宅無料耐震診断員派遣

木造住宅耐震改修事業補助金、建築物耐震診断事業補助金

土砂災害特別警戒区域等内の危険住宅の除却に要する費用の一部を助
成する。

介護保険サービス事業所の従業者を居住させるために空き家を購入し
て宿舎を整備する場合に改修費の一部を補助するとともに、介護保険
サービス事業者が従業者を確保するための経費の一部を補助する。

＜第４章＞

新
空家等対策計画の策定から3年が経過したため、空き家の実態調査を
行い新たな計画を策定するための基礎資料とするとともに、都市計画
情報システムに反映する。

新

民間建築物のアスベスト対策を促進するため、アスベスト含有調査に
対して補助を行う。

新

民間主体による自主的な住宅や空き家問題の解決及び空き家の利活用
に向けた活動の実施に要する費用の一部を補助する。

新

空き家の売却予定者又は居住予定者等に対して、バリアフリー化や省
エネルギー化の改修費を助成する。
(上限：中心市街地 80万円/件、その他 60万円/件)

空き家の外観調査や内部換気などの管理費を助成する。
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平成31年度 平成30年度

(1) 市街地の整備

ｱ) 市街地の魅力向上

・中心市街地活性化促進業務 <産業振興課>

・フードイベント開催事業費負担金(再掲P.30)

・ｴｷﾏﾁ広場周辺にぎわい創出ｲﾍﾞﾝﾄ企画運営業務(再掲P.30)

・市街地再開発事業ﾌｧｰｽﾄｽﾃｯﾌﾟ支援補助金 <市街地開発課>

ｲ) 持続可能な都市空間づくり

・都市計画マスタープラン推進事業 <都市計画課>

都市計画マスタープラン改訂業務

・密集市街地環境整備事業 <市街地開発課>

・中心市街地北側斜面地調査業務 <市街地開発課>

・｢サイクルタウン下関構想｣推進事業 <交通対策課>

・地籍調査の推進(本庁･菊川･豊田･豊北地域) <都市計画課>

(2) 公共交通の整備

ｱ) バス交通等 <交通対策課>

・生活バス運行事業

生活バスワンコイン（100円）化

市街地再開発事業の具体化に向けた調査研究等に対して助成を行う。

密集市街地について、良好な住環境整備の促進及び防災性の向上を図
るため、重点整備地区内での寄附採納者の募集、寄附採納土地の調査
等を実施する。

地区住民の高齢化と家屋の老朽化等が進む中心市街地北側斜面地にお
いて、地区住民と協働してまちの将来像を検討するため、ワーク
ショップ等を行う。

放置禁止･抑制区域を巡回し、撤去、保管、返還を行う。

新
平成21年度に策定した都市計画マスタープランについて、社会経済環
境が大きく変化していることから、3年で改訂を行う。
平成31年度は、現状、課題の整理及びアンケート調査を実施。

＜第５章＞

新

平成30年度に運行を開始した1乗車一律100円の生活バスワンコイン化
を継続し、利用人数の増加及び地域交流の活性化を図る。

新
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平成31年度 平成30年度

・地方バス路線維持費補助金

・廃止路線代替バス運行費補助金

・バス活性化システム整備費等補助金

・交通円滑化推進事業 <交通対策課>

地域公共交通再編実施計画策定業務

・交通結節点等検討業務 <交通対策課>

ｲ) 鉄道交通

・ＪＲ山陰本線利用促進 <交通対策課>

・ＪＲ山陰観光列車運行(再掲P.19) <観光政策課>

ｳ) 海上交通 <港湾局>

・離島航路（六連島航路・蓋井島航路）

(3) 道路の整備

ｱ) 広域交通連絡網の整備 <都市計画課>

・山陰道長門・下関建設促進期成同盟会負担金

・関門海峡地域連携共同調査費負担金

ｲ) 地域連携道路の整備

・国道等整備促進 <都市計画課>

・県道整備(県施行負担金) <道路河川建設課>

・都市計画道路の整備 <道路河川建設課>

ｳ) 生活道路の整備

・市道の整備 <道路河川建設課>

長門市と連携し、山陰本線の利用促進のための普及啓発を図る。

下関市一般国道建設整備促進期成同盟協議会運営等

＜第５章＞

武久幡生本町線、竹崎園田線

下関美祢線、長府綾羅木線、長府前田線、幡生綾羅木線、宇賀山陽線、
豊浦久野線 ほか

ＪＲ幡生駅のバリアフリー化にあわせて、幡生駅における交通結節点
等の整備に係る基本設計等を行う。

新

バス路線網の再編のため、再編案の検討を進めるとともに、交通事業
者との調整協議を行い、再編実施計画を策定する。
平成31年度にバス路線網再編案、運賃制度等を検討する。

拡

延行･郷線他、小月小島線、武久町85号線、今出夕ヶ垰線、中村長正
司線、角島大橋線 ほか
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平成31年度 平成30年度

・交通安全施設等の整備
<道路河川管理課>
<道路河川建設課>

・市道の維持管理
<道路河川管理課>
<道路河川建設課>

・私道整備助成 <道路河川管理課>

私道舗装等工事費補助金

・視覚障害者誘導ブロック改良事業 <道路河川建設課>

・通学路等速度抑制対策事業 <道路河川建設課>

(4) 公園・緑地の整備

ｱ) 公園の整備及び保全 <公園緑地課>

・乃木浜総合公園整備事業

グラウンドゴルフ場、園路及び広場等の整備

・いきいきシルバー･キッズ公園事業

・公園照明ＬＥＤ化整備事業

・みんなの公園整備事業

ｲ) 都市緑化の推進

・緑化祭の開催 <公園緑地課>

・緑のリサイクル推進事業 <公園緑地課>

・生垣緑化推進事業費補助金 <公園緑地課>

・高木街路樹間伐業務 <公園緑地課>

壇の浦・高尾線、高尾･幡生線、向洋町3号線、椋野・伊倉線、本村･
西山線、中道線、大学町･熊野線、員光･清末線、吉見新町22号線、宇
部線 ほか

市道に設置している視覚障害者誘導ブロックで、連続性が保たれてい
ないものについて整備工事を行う。

新

新
市内小学校付近の通学路等について、横断歩道のカラー表示や路側整
備など通行車両等の速度抑制に資する交通安全施設整備を行う。

＜第５章＞

新

市内公園の水銀灯について、電気使用量が少ないＬＥＤ電灯に交換す
る。【ふるさとしものせき応援基金活用事業】

新

遊具等が未整備の公園に子どもたちが遊べる遊具やお年寄りが談笑で
きるベンチを整備する。【ふるさとしものせき応援基金活用事業】

新

大型化、高齢化した街路樹について、計画的な間伐を行う。

新

危険ブロック塀等を撤去したのちに新たな生垣を設置する費用の一部
を助成する。
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平成31年度 平成30年度

(5) 情報・通信の整備

ｱ) 地域情報化の推進 <情報政策課>

・高度情報化推進業務

・携帯電話等エリア整備事業

・高度無線環境整備推進事業

(6) 港湾の振興

ｱ) 港湾機能の強化

・国直轄事業負担金 <港湾局>

新港地区(クルーズ専用バース、泊地)

西山地区(岸壁)

・新港地区ふ頭用地整備事業 <港湾局>

・港湾施設整備事業 <港湾局>

長府地区(橋梁､防波堤、航路浚渫、岸壁、道路改良)

本港地区、岬之町地区(岸壁)

東港地区(桟橋)

・環境整備事業 <港湾局>

新港地区(緑地)

・旅客上屋整備事業 <港湾局>

訪日外国人旅行者受入環境整備(再掲P.21) <港湾局>

・西山ふ頭用地整備事業 <港湾局>

・県管理港整備(県施行負担金) <港湾局>

豊北地区(角島港物揚場改良等)

・モーダルシフト利用促進事業(再掲P.29)
<産業立地・

就業支援課>

新

官民連携による国際クルーズ拠点港の形成に向けてふ頭用地の整備を
行う。
[継続費] (H31～H34) ２,５００,０００千円 （地盤改良、舗装）

新
過疎、辺地等の条件不利地域で携帯電話等を利用することが困難な地
域において無線通信施設、設備等を整備する。
実施地区：豊北地区、豊田地区

過疎、離島等における光ファイバー等の整備について、総務省の補助
事業を活用し、民間事業者が施設整備を行う場合に事業費の一部を補
助する。実施地区：豊北地区

新

＜第５章＞

拡

新

拡

西山ふ頭背後地におけるバイオマス発電事業の開始に向け、船舶給水
管設置とSOLASフェンス設置を行う。
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平成31年度 平成30年度

・下関港ウォーターフロント開発推進業務 <港湾局>

ｲ) つかいやすい港づくり <港湾局>

・港湾ＥＤＩシステム運用

ｳ) 集貨推進及び国際航路の充実

・集貨対策･航路誘致 <港湾局>

・客船誘致 <港湾局>

・外国客船受入環境強化業務(再掲P.21) <港湾局>

・長州出島移転促進支援業務 <港湾局>

・下関港長州出島利用促進補助金 <港湾局>

・貿易拡大推進事業 <産業振興課>

輸出入品展示商談会開催

下関地域商社／海外販路開拓支援事業

・貿易団体の育成(再掲P.30) <産業振興課>

・コンテナ流動調査業務 <港湾局>

あるかぽーとエリア、岬之町エリアを中心とした関門海峡沿いの 
ウォーターフロントエリアの開発整備に向け、調査設計、アウトドア
事業実証実験、ホテル事業者との契約締結等を実施する。

国内、海外において、ポートセミナー及びポートセールスを実施する。

＜第５章＞

長州出島を新規で利用する荷主や、前年度利用実績を上回る荷主に対
して補助金を交付することにより、長州出島の利用拡大を図る。

新

新
下関港及び臨港における外貿コンテナ取扱状況を調査分析し、今後の
ポートセールスに活用する。

拡

海外事業展開を志向する市内中小企業に「下関地域商社」を構成する
市と連携した「産・官・学・金」の各主体からノウハウを持ちより、
情報収集から貿易実施までの支援を行う。
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平成31年度 平成30年度

(1) 生活安全の推進

ｱ) 消防・防災機能の強化

・常備消防施設改修 <消防局>

・消防車両整備 <消防局>

・救急業務高度化 <消防局>

・火災予防業務 <消防局>

防火指導、立入検査、住宅用火災警報器の設置促進

・消防団充実強化 <消防局>

安全装備品、情報通信機器等

消防団車両等更新整備

消防機庫改修等

・水難救助高度化事業 <消防局>

・自主防災リーダー育成事業 <防災危機管理課>

・防災メール等普及啓発事業 <防災危機管理課>

・山口県救急安心センター事業負担金 <保健医療政策課>

・危険ブロック塀等撤去事業費補助金 <道路河川建設課>

｢消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律｣の施行を受
け､消防団員の安全装備品､車両､機庫等を拡充整備する。

高規格救急自動車を更新整備するとともに、救急救命士(2人)、指導
救命士(1人)を養成する。

平成31年(7月予定)から潜水活動を開始するとともに、引き続き潜水
士の養成を行い、水難救助体制の充実強化を図る。

水槽付消防ポンプ自動車を更新整備する。

これまで養成してきた防災士や地域の防災リーダー等を対象とした研
修会を実施する。

高機能消防指令施設の情報系装置の部分改修及び勝山出張所車庫
シャッターの改修を行う。

新

＜第６章＞

新
様々なツール(市HP、市報、SNS等)や防災訓練、出前講座などの機会
を活用し、防災メールの普及啓発を図る。

新

通学路等に面した危険なブロック塀等の撤去に係る費用の一部を助成
する。

病気やけがをした住民が、医療相談や受診可能な医療機関の案内を受
けることができる共通の短縮ダイヤル「＃７１１９」を設置・運営す
る。(山口県、県内市町が事業費を負担)

新
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平成31年度 平成30年度

・災害応急復旧業務 <防災危機管理課>

・防災業務 <防災危機管理課>

・国民保護法業務 <防災危機管理課>

国民保護、危機管理に関する情報発信･普及啓発

ｲ) 防犯対策 <生活安全課>

・防犯啓発業務

防犯対策や暴力追放に関する啓発活動､防犯灯設置費の助成

ｳ) 交通安全対策 <生活安全課>

・交通安全業務

交通安全運動の実施、下関安全会議等への運営費補助等

ｴ) 消費者自立支援対策 <生活安全課>

・消費生活業務(消費生活センター運営)

(2) 公衆衛生の充実

ｱ) 暮らしに係る衛生の推進

・食の安心･安全推進 <生活衛生課>

食品の苦情相談、事業者の指導、食品衛生に関する啓発等

・衛生検査業務 <試験検査課>

検査機器の整備

ｲ) 動物の愛護及び管理の推進
<動物愛護

管理ｾﾝﾀｰ>

・動物愛護推進

犬・猫の不妊去勢手術助成金

・犬の適正管理

犬の登録、狂犬病予防注射、適正飼育指導等

食品衛生、感染症等に関する行政検査、化学物質等に関するリスクコ
ミュニケーション事業を行う。

ＴＯＣ(全有機炭素)計等の整備を行う。

いのちの教室、動物ふれあいフェスティバル等の開催

＜第６章＞

猫の不妊去勢手術に対する助成を拡充し、公衆衛生の向上を図る。

拡
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平成31年度 平成30年度

ｳ) 斎場及び墓園の適正な管理 <生活安全課>

・斎場管理(6箇所)

大谷斎場火葬炉改修工事

・墓園管理(中央霊園及び市営墓地12箇所)

(3) 道路・橋梁等老朽化対策の推進

ｱ) 道路・橋梁等老朽化対策の推進

・道路老朽化対策
<道路河川管理課>
<道路河川建設課>

人工地盤改修

道路空洞化対策

道路附属物点検(道路照明等)

・橋梁長寿命化 <道路河川建設課>

橋梁長寿命化修繕(15m以上)

橋梁老朽化対策(15m未満)

橋梁定期点検

橋梁長寿命化修繕計画改訂業務

(4) 上水道の整備

ｱ) 上水道の整備 <上下水道局>

・長府浄水場更新事業

公民連携支援業務委託

・水道施設の耐震化事業

管路及び施設の耐震化工事

・水道施設の老朽施設更新事業

楢原浄水場更新事業、送水管及び配水管更新工事

下関市橋梁長寿命化修繕計画について、計画策定後約5年が経過して
いるため、過去の実績を精査するとともに今後の修繕計画を見直し、
計画を改訂する。

新

＜第６章＞

新

道路附属物(道路照明)の老朽化対策を図るため、道路照明の点検及び
ＰＣＢ使用照明器具の調査を行う。
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平成31年度 平成30年度

(5) 下水道等の整備

ｱ) 下水道等の整備

・未普及対策事業 <上下水道局>

吉見、前田、吉田処理分区汚水幹線工事等

・下水道施設の改築･耐震化事業 <上下水道局>

山陰終末処理場の水処理機械設備工事等

・浸水対策事業 <上下水道局>

・農業集落排水処理(菊川､豊田､豊浦､豊北) <農林整備課>

農業集落排水施設ストックマネジメント事業

・漁業集落排水処理(蓋井島) <水産課>

機能診断・保全計画策定事業

・合併処理浄化槽設置費補助金 <廃棄物対策課>

単独処理浄化槽及びくみ取り便槽からの転換費用の助成

・下関市新合理化事業計画策定業務 <廃棄物対策課>

(6) 河川・海岸環境の整備

ｱ) 河川環境の整備 <道路河川建設課>

・普通河川新設改良事業

・水路改良事業

・浸水対策事業

・急傾斜地崩壊対策事業

小規模急傾斜地崩壊対策事業

県施行負担金

農業集落排水施設の機能診断の結果をもとに最適整備構想の策定を行
う。

漁業集落排水施設の機能診断・保全計画の策定を行う。

武久、後田、長府亀の甲、大学町・熊野、田部、下岡枝、矢田･西市
地区

彦島緑町

彦島江の浦町、長府松原町、長府満珠町ほか

下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理事業等の合理化に関する特別措
置法に基づく合理化事業計画の策定に向けた取り組みを行う。
平成31年度は検討組織設置及び事例調査を行う。

新

＜第６章＞

浸水対策工事(江の浦、東新田、小串第４、川棚川左岸第２排水区)等

整備面積 51.4ha 管渠整備 約11.3km
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平成31年度 平成30年度

ｲ) 海岸環境の整備・保全

・海岸保全施設整備事業

宇賀漁港海岸保全施設(護岸改良) <水産課>

和久漁港海岸保全施設(護岸改良) <水産課>

海岸老朽化対策(計画策定) <水産課>

山陽地区海岸保全施設(堤防) <港湾局>

県施行負担金

・下関港海岸直轄事業 <港湾局>

壇ノ浦～山陽地区：護岸改良

・海岸漂着物等収集運搬(下関､豊浦､豊北地区) <水産課>

小串地区（突堤）、松屋埴生地区（堤防）

小串、吉見、吉母

<港湾局>
<農林整備課>

＜第６章＞
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平成31年度 平成30年度

(1) 保健・医療の充実

ｱ) 健康づくりの促進 <健康推進課>

・健康づくり推進

健康づくり推進協議会、食生活改善の推進

健康チャレンジ２０１９

ふくふく健康２１フェスタ

食育推進計画「下関ぶちうま食育プラン」推進

・保健推進委員活動

ｲ) 各種保健事業の推進

・健康増進業務 <健康推進課>

・母子保健相談指導 <健康推進課>

乳児家庭全戸訪問、養育支援訪問等

妊娠･出産包括支援事業

・乳幼児健診指導 <健康推進課>

・妊婦健診指導 <健康推進課>

・産婦健康診査 <健康推進課>

・健康危機管理業務 <保健医療政策課>

各種健康診査やふくふく健康チャレンジ対象事業への参加などを通じ
て、市民の自主的な健康づくりや生活習慣改善への意識形成を図る。

朝ごはん３(ｽﾘｰ)チャレンジ、第３次計画の推進

第二次健康づくり計画推進のためのイベント開催

・各種健康診査、健康相談、健康教育等
・セットがん検診事業(肺がん､胃がん､大腸がん検診)
・女性特有のがん検診事業(乳がん､子宮がん検診)
・退職者世代(男性)のがん検診事業(大腸がん､前立腺がん検診)

母子保健コーディネーターを配置し、妊娠期から子育て期まで切れ目
のない支援(産前産後サポート事業､産後ケア事業)を行う。

新

子育て支援推進の観点から、産後2週間及び1か月の産婦に対して、身
体面や精神面等の健康診査を行う。

＜第７章＞

大規模災害等の発生時において、保健衛生に係る行政サービスの提供
を維持するため、下関市災害時保健医療活動計画（仮称）に基づく訓
練及び職員への研修等を行い、健康危機管理体制の整備を図る。

新
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平成31年度 平成30年度

・不妊治療費助成 <健康推進課>

・精神保健福祉業務 <健康推進課>

下関市自殺対策計画(仮称)策定 <健康推進課>

・小児慢性特定疾病対策 <健康推進課>

・難病患者在宅ケア推進 <健康推進課>

・心身障害児総合療育機能推進事業 <健康推進課>

・感染症予防業務
<保健医療政策課>

<健康推進課>

・予防接種業務

予防接種(こども) <健康推進課>

里帰り等定期予防接種助成金 <健康推進課>

予防接種(成人) <健康推進課>

・結核対策業務
<保健医療政策課>

<健康推進課>

・薬事等業務 <保健医療政策課>

「日本脳炎」「ヒブワクチン」「小児用肺炎球菌ワクチン」
「四種混合」「水痘」「麻しん･風しん」「ＢＣＧ」など

「インフルエンザ」「成人用肺炎球菌ワクチン」

いのちのワクチン事業、地域生活支援事業、精神保健福祉相談、訪問
指導、ひきこもり対策事業など

医療費助成、自立支援事業、日常生活用具給付

在宅療養支援事業、訪問相談事業、医療相談事業など

療育相談会、乳幼児発達支援親子教室、幼児発達相談事業等

感染症予防事業､新型インフルエンザ対策､肝炎対策、エイズ等性感染
症対策

里帰りなどで県外の医療機関で子どもの予防接種を受けた者に対して、
その費用を償還払いする。

自殺対策基本法に基づき、本市の現状の課題と取り組みを分析し、
「下関市自殺対策計画(仮称)」を策定する。

健康診断､結核患者接触者の健診､結核患者医療費負担など

薬事関係営業の許認可･監視、薬物乱用防止対策事業、薬のリスクコ
ミュニケーション事業など

・保険適用の不妊治療費に対し上限3万円の助成
・保険適用外の体外受精等の不妊治療費に対し1回につき上限15万円
の助成(初回分は15万円を上乗せ）

・男性不妊治療費に対し15万円の助成
・不妊・不育専門相談

＜第７章＞

新
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平成31年度 平成30年度

・風しん抗体検査・予防接種 <保健医療政策課>

<健康推進課>

・日本薬剤師会学術大会補助金(再掲P.19) <保健医療政策課>

ｳ) 地域の医療体制等の充実

・地域医療対策協議会等運営 <地域医療課>

・地域医療確保対策業務 <地域医療課>

・夜間急病診療所運営 <地域医療課>

・救急医療対策業務
<保健医療政策課>

<地域医療課>

・山口県救急安心センター事業負担金(再掲P.48) <保健医療政策課>

・ＡＥＤの整備 <保健医療政策課>

・市立市民病院運営費負担金･交付金 <地域医療課>

・市立市民病院整備資金貸付 <地域医療課>

・豊田中央病院医療機器整備 <豊田中央病院>

電子カルテ装置ほか

・豊田中央病院医師確保対策事業 <豊田中央病院>

・保健・医療・福祉共同研究事業 <豊田中央病院>

日曜祝日在宅当番医や休日歯科診療、二次病院輪番を実施する医療機
関等に対する補助など

公立施設にＡＥＤを整備 既存２６１台

地域医療構想の推進に併せて、下関医療圏における持続可能な医療提
供体制の早期実現を図るため、外部有識者検討会やシンポジウムを開
催する。

医師確保対策として、病院経営環境調査や地域包括ケア人材養成プロ
グラム作成等を行う。

病院が中心となって、保健・福祉等の一般行政部門と共同研修・研究
を行う。

下関医療圏地域医療構想の調整、地域の病院による病床機能報告の整
合性の検証、地域包括ケアの推進など

＜第７章＞

全国的な風しんの流行を受け、各世代の中で抗体保有率が低い39～56
歳の男性に3年間無料で抗体検査及び予防接種を実施する。また、市
の独自の取組として抗体検査及び予防接種について、無料化の対象者
を拡大する。

新

新新

新
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平成31年度 平成30年度

ｴ) 国民健康保険事業の充実 <保険年金課>

【国民健康保険料】

・コンビニ収納等委託業務 <保険年金課>

・保健サービスの充実

重症化予防事業

はり、きゅう施術補助

外来人間ドック補助

歯周病健診

・特定健康診査･特定保健指導

生活習慣病の予防に資する特定健康診査･特定保健指導

(2) 地域福祉の充実

ｱ) 地域福祉の充実 <福祉政策課>

・民生児童委員活動援護業務

・民生児童委員改選業務

・地域福祉推進業務

地域福祉基金の果実を活用した地域福祉推進事業等補助

・社会福祉協議会助成

・婦人相談業務

レセプトデータ等から医療費分析を行い、糖尿病などが重症化する可
能性のある被保険者へ保健指導を行う。

・高額療養費の申請勧奨を実施
・特定健診の自己負担金1,000円を無料化
・5割軽減、2割軽減の判定所得を引上げ

新
定数 693人全員改選 任期：平成31年12月から3年間
26地区 ⇒ 27地区へ 1地区増

拡

＜第７章＞

※医療給付費分の賦課限度額を 58万円→61万円 に引き上げ
※１人当たり保険料はほぼ前年据置

保険料の収納について、コンビニ収納のほかに、スマホ決済サービス
(PayB)の運用を開始し、納付機会を拡大させる。

拡
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平成31年度 平成30年度

・地方再犯防止推進業務

(3) 高齢者福祉の充実

ｱ) 高齢者福祉サービスの充実

・地域包括支援センター運営 <長寿支援課>

高齢者の支援を行う中核機関(12ヶ所)

・在宅医療･介護連携推進事業 <長寿支援課>

・生活支援体制整備事業 <長寿支援課>

・認知症高齢者支援
<長寿支援課>
<健康推進課>

認知症高齢者見守り､認知症サポーター養成

認知症総合支援事業 <長寿支援課>

・配食サービス <長寿支援課>

・緊急通報体制整備 <長寿支援課>

・介護人材確保・定着職場改善支援事業 <介護保険課>

・介護人材確保・空き家有効活用共同支援事業(再掲P.42)

<介護保険課>
<住宅政策課>

・はり､きゅう､マッサージ等施術助成 <長寿支援課>

[対象者] 70歳以上(国民健康保険被保険者を除く)

・高齢者措置業務(養護老人ホーム入所措置等) <長寿支援課>

・養護老人ホーム｢陽光苑｣運営 <長寿支援課>

・軽費老人ホーム助成(事務費補助：12施設) <長寿支援課>

・生活支援ハウス運営 <長寿支援課>

・老人クラブ活動費助成 <長寿支援課>

医療･介護関係者の連携を支援する相談窓口を設置し､そこを拠点に課
題抽出や各種研修､普及啓発等の連携強化の取組を行う。

生活支援コーディネーター(7人)を配置し、地域活動団体､地域包括支
援センター、自治会、民生委員､民間事業者等と連携して高齢者の生
活支援体制を構築する。

介護事業所に対し介護従事者の負担軽減に資する介護機器の導入に対
する助成を行い、人材の確保・定着を促進する。

＜第７章＞

再犯防止推進法に基づき、再犯防止の推進のために、対象者に応じた
指導及び支援を強化し、円滑な社会復帰を促進するため、地方再犯防
止推進計画を策定する。

新
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平成31年度 平成30年度

・高齢者バス等利用助成 <長寿支援課>

・介護施設等整備促進事業 <介護保険課>

・老人憩の家空調設備設置工事 <長寿支援課>

ｲ) 介護予防の推進

・介護予防･日常生活支援総合事業
<長寿支援課>
<健康推進課>

住民主体によるサービス事業支援事業 <長寿支援課>

ｳ) 介護保険事業の充実 <介護保険課>

第７期介護保険事業計画（H30～H32）

・消費税率引上げに伴う介護保険料の低所得者負担軽減

・介護給付等費用適正化

「いきいきシルバー100」9月15日～11月3日及び11月～3月の第3金曜
日(ノーマイカーデー)に70歳以上の高齢者が路線バス等を100円で利
用できるようにして社会参加を促進する。

要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等のため､介護予防･生活
支援サービス事業､介護予防ケアマネジメント､介護予防把握事業､介
護予防普及啓発事業､地域介護予防活動支援事業､一般介護予防事業評
価事業等を実施する。

通いの場や居宅での軽作業等の生活支援を住民相互の助け合いで行う
団体に対し、運営に必要な費用の一部を補助する。

認知症高齢者グループホーム（2施設）、特養多床室プライバシー保
護改修（1施設）、介護療養型医療施設等転換整備（3施設）の施設整
備費等を助成する。

新

＜第７章＞

要介護認定、ケアマネジメント、事業者のサービス提供体制、介護報
酬請求に係る適正化を図る。

拡

消費税率引上げとあわせ行う社会保障の充実として、介護保険の1号
保険料について、低所得の高齢者の保険料の軽減を強化し、給付費の
5割の公費負担と別枠で一般会計からの繰出金を拡充する。

新

空調設備が未設置の老人憩の家の一部の部屋に熱中症対策として空調
設備を整備する。
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平成31年度 平成30年度

(4) 障害者福祉の充実

ｱ) 障害者福祉サービスの充実

・相談支援 <障害者支援課>

・自立支援給付等業務
<障害者支援課>
<健康推進課>

・日常生活用具給付 <障害者支援課>

・訪問入浴サービス <障害者支援課>

・福祉タクシー助成 <障害者支援課>

・特別障害者手当等給付 <障害者支援課>

・障害者デイサービス <障害者支援課>

・重度心身障害者医療費助成 <障害者支援課>

ｲ) 障害のある人の地域社会からの孤立・隔離防止

・点字･声の市報発行 <広報戦略課>

・点字図書館運営費助成 <障害者支援課>

・意思疎通支援 <障害者支援課>

・障害者スポーツセンター運営 <障害者支援課>

・身体障害者福祉センター運営 <障害者支援課>

(5) 低所得者福祉の充実

ｱ) 自立・援助対策の充実

・生活困窮者自立支援業務 <福祉政策課>

・生活保護(扶助費) <生活支援課>

・就労支援員の配置 <生活支援課>

・救護施設｢梅花園｣運営 <生活支援課>

・中国残留邦人等生活支援業務 <福祉政策課>

・社会福祉法人等利用者負担額減免助成 <介護保険課>

基幹相談支援センター 1ヶ所、一般相談支援事業所 7ヶ所

介護給付、訓練等給付、補装具費支給 自立支援医療給付

＜第７章＞

手話通訳者、要約筆記者等の派遣、重度障害者入院時コミュニケー
ション支援事業等

社会福祉法人による生計困難者の介護サービス利用者負担額の軽減に
対して助成を行う。

生活困窮者に対して、①自立相談支援、②住居確保給付金の支給、③
就労準備支援、④一時生活支援、⑤家計改善支援、⑥子どもの学習支
援を行う。その他就労訓練事業に係る事業者認定を行う。
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平成31年度 平成30年度

(1) 地域のまちづくりの推進

ｱ) 住民自治によるまちづくり
<まちづくり

政策課>

・住民自治によるまちづくり推進業務

(2) 市民活動支援の推進

ｱ) 市民活動の促進
<まちづくり

政策課>

・ボランティア･ＮＰＯ活動推進業務

しものせき市民活動センター運営等

・町民館整備事業等補助金

ｲ) 地域コミュニティ組織の育成支援
<まちづくり

政策課>

・市民活動支援補助金

(3) 行政機能の充実

・第２次下関市総合計画後期基本計画策定業務 <企画課>

ｱ) 広報広聴機能の充実

・市報しものせきの発行 <広報戦略課>

・テレビ･ラジオ広報 <広報戦略課>

・議会報の発行 <議会事務局>

ｲ) 情報公開の推進 <総務課>

・情報公開業務

ｳ) パブリックコメント等の推進

・市民協働参画審議会
<まちづくり

政策課>

・市民意識調査業務
<まちづくり

政策課>

・まちづくり交付金（1地区平均：300万円）
・第2次住民自治によるまちづくり推進計画策定
・まちづくり協議会ネットワーク会議の開催等

市民協働参画審議会助成事業審査部会の審査を経て、公益的な市民活
動を助成する。

第２次下関市総合計画後期基本計画の策定のための経費。
平成31年度中に計画を取りまとめ、印刷、製本等を行う。

＜第８章＞

新

次期住民自治によるまちづくり推進計画、市民活動促進基本計画及び
男女共同参画基本計画策定のために必要となる市民意識調査を行う。
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平成31年度 平成30年度

ｴ) 行政情報機能の充実

・基幹系システム最適化業務 <情報政策課>

・ＲＰＡ導入業務 <情報政策課>

・インターネットシティ整備事業 <情報政策課>

内部情報システム運用管理業務

情報セキュリティ強化対策事業

・地方税共通納税システム導入業務 <納税課>

・標準宅地鑑定評価業務 <資産税課>

・コンビニ収納等委託業務 <納税課>

・人事情報総合システム更新業務 <職員課>

・住民票等のコンビニ等交付業務 <市民ｻｰﾋﾞｽ課>

・旅券発給事務 <市民ｻｰﾋﾞｽ課>

・行政不服審査調整業務 <総務課>

・個人情報保護業務(個人情報保護審査会) <総務課>

基幹系システムの運用管理
[債務負担行為] (H27～H37) ２,６６４,０４５千円(税抜)

住民票等のコンビニ等証明書発行システムの運用のための負担金等

山口県が構築した情報セキュリティクラウドを経由してインターネッ
ト接続するために運用経費の一部を負担する。

H12に導入した人事情報総合システムの更新
[債務負担行為] (H28～H33) １５４,０００千円

行政不服審査法に基く審査請求に対して、審理員による審査、行政不
服審査会への諮問、裁決を行う。

財務会計､文書管理､庶務事務システムの運用管理
[債務負担行為] (H28～H33) ２０９,１４２千円

＜第８章＞

平成31年10月から地方税共通納税システムが稼働することに伴い、税
総合システム等の改修を行う。

新

平成33年度の固定資産評価替及び路線価の公開を行うためにすべての
標準宅地について鑑定評価を行う。

新

ＲＰＡ(ﾛﾎﾞﾃｨｯｸ・ﾌﾟﾛｾｽ・ｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ)の導入により、定型業務やデータ
入力操作を自動化することにより、業務の効率化と生産性の向上を図
る。

新

拡
取扱件数が増加しているコンビニ収納のほかに、スマホ決済サービス
(PayB)の運用を開始し、納税者の利便性向上を図る。
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平成31年度 平成30年度

・各種重要計画策定に係る基礎資料等調査業務 <企画課>

ｵ) 本庁及び総合支所等の機能強化

・本庁舎整備事業（新庁舎整備） <管財課>

・総合支所機能強化事業 <各総合支所>

・まちの魅力創出・強化プロジェクト事業(再掲P.20) <豊田総合支所>

・にぎわいのまちづくり促進事業(再掲P.30)
<豊田総合支所>

<豊北総合支所>

(4) 行財政の健全化

ｱ) 行財政改革の推進

・公共施設マネジメント推進業務 <行政管理課>

・安岡地区複合施設整備等検討業務 <行政管理課>

・川中支所移転検討業務
<まちづくり

政策課>

・活力創造基金への積立 <財政課>

本市が所有する全ての公共施設等を対象とした「下関市公共施設等総
合管理計画」に基づき、公共施設の適正な配置の検討や施設の効率的
かつ効果的な運営等に向けた各種の取組みを行う。

園芸センター内に新たな複合施設（安岡公民館、安岡支所、園芸セン
ター、図書館）を整備するための事業構想を策定する。

豊浦四町の再生のため、総合支所が独自の施策を実施するための経費
を計上。

ボートレース事業収入を活力創造基金へ積み立て、本市の活力を生み
出す施策に活用する。

＜第８章＞

新庁舎建設、新庁舎屋外整備、仮庁舎解体
2020年早期に新庁舎建設を竣工し、順次、行政機能を移転する。
[継続費] (H30～H31) １,７３０,０００千円

（H31～H32） ４００,０００千円

新

川中支所の移転検討に伴う地域住民への説明会の開催等を行う。

新

下関市まち・ひと・しごと創生総合戦略、下関市人口ビジョン、下関
市連携中枢都市圏ビジョンについて、次期計画等の策定に際して必要
となる基礎調査を行う。

新

新
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下関
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1 4,200

5,500

1,000

4,500

4,000

3,000

22,200

2,650

4,000

6,650

2,000

LED 1,700

3,700

3,000

500

2,500

6,000

38,550
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